
災害時電源ＥＶ・ＰＨＶ導入促進事業補助金交付要領  

 

 （趣旨）  

第１条  県の交付する災害時電源ＥＶ・ＰＨＶ導入促進事業補助金（以下「補助金」と

いう。）については、栃木県補助金等交付規則（昭和 36年栃木県規則第 33号。以下「規

則」という。）及び災害時電源ＥＶ・ＰＨＶ導入促進事業実施要綱（令和６（ 2024）

年３月 29 日付け気対第 1280号環境森林部長通知。以下「要綱」という。）に規定する

もののほか、この要領に定めるところによる。  

 

 （交付の目的等）  

第２条  補助金の名称、交付の目的、交付の対象である事業の内容、その交付率又は補

助額及び交付の相手方は、次の表のとおりとし、予算の範囲内で交付する。  

補助金の 

名  称 
交付の目的 

交付の対象である

事業の内容 
対象経費 

交付率又は 

補助額 

交付の相

手方 

災害時電源Ｅ

Ｖ・ＰＨＶ導

入促進事業補

助金  

 

 

 

 

ＥＶ・ＰＨ Ｖの 普

及を促進 し、県内

の 交通分野の二酸

化炭素の排出削減

と災害等へのレジ

リエンス強化を図

ることを目的とす

る  

ＥＶ又はＰＨＶ

の導入  

要綱第５条に

定める経費 

 

 

 

 

 

要綱第５条に

定める額 

 

要綱第３

条に定め

る者 

 

 （交付の申請）  

第３条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が、規則第４条

の規定により、提出する書類は、次の表に定めるところによる。  

２  提出された申請書に係る補助金の額の合計が予算の総額に達したときは、知事は、

第１項に規定する期日にかかわらず、予算の総額を超えた日をもって受付を停止する

ことができる。  

補 助 金 の 名 称  
提 出 す べ き 申

請 書 の 名 称  
様  式  

部

数  

申 請 書 に 添 付 す べ き

書 類 の 名 称  

部

数  

提 出

期 限  

災 害 時 電 源 Ｅ

Ｖ・ＰＨＶ導入

促進事業補助金  

 

災 害 時 電 源 Ｅ

Ｖ・ＰＨＶ導入

事 業 補 助 金 交

付 申 請 書  

様 式 第

１ 号  

１  別 表 第 １ に 掲 げ る も

の  

１  知 事

が 別

に 定

め る

日  

 

 （交付の決定）  

第４条  知事は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助

金交付の要件に適合すると認められるときは、交付の決定をするものとする。  

２  規 則 第 ５ 条 の 規 定 に 基 づ き 補 助 金 を 交 付 す る と き の 交 付 決 定 通 知 書 の 様 式

は 、 様 式 第 ２ 号 の と お り と す る 。  

３  補助金を交付しないときの不交付決定通知書の様式は、様式第３号のとおりとする。 

 

 （補助金の請求）  

第５条  前条の規定により補助金の交付決定を受けた者が、規則第 18条の規定により提

出する書類は、次の表に定めるところによる。  



補 助 金 の 名 称  
提 出 す べ き 請

求 書 の 名 称  
様  式  

部

数  

申 請 書 に 添 付 す べ き

書 類 の 名 称  

部

数  

提 出

期 限  

災 害 時 電 源 Ｅ

Ｖ・ＰＨＶ導入

事 業 補 助 金  

災 害 時 電 源 Ｅ

Ｖ・ＰＨＶ導入

事 業 補 助 金 交

付 請 求 書  

様 式 第

４ 号  

１  １  交 付 決 定 通 知 書

の 写 し  

２  支 払 口 座 の 通 帳

の 写 し  

３  知 事 が 必 要 と 認

め る 書 類  

１  知 事

が 別

に 定

め る

日  

 

 （補助条件）  

第６条  規則第６条の規定により付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

 （１）  補助事業の内容の変更をする場合においては、知事の承認を受けること。  

 （２）  補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

 （３）  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になっ

た場合においては、速やかに、知事に報告してその指示を受けること。  

 （４）  補助対象者は、知事が補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るために、

報告を求め、又は現地調査等を行おうとするときは、遅滞なくこれに応じること。 

 （５） 補助対象者は、別に定める期間内において補助対象自動車を処分しようとする

ときは、第９条第３項の規定に基づきあらかじめ財産処分承認申請書を知事に提

出し、その承認を受けること。  

 （６） 補助対象者は、第９条第３項の規定に基づく承認を受けた後、補助対象自動車

の処分をした場合において、知事の請求があったときは、交付を受けた補助金の

全部又は一部を県に納付すること。  

 

 （変更の承認）  

第７条  補助対象者は、補助事業の内容の変更について知事の承認を受けようとすると

きは、様式第５号事業内容変更承認申請書を知事に提出しなければならない。  

２  補助対象者は、補助事業の中止又は廃止について知事の承認を受けようとするとき

は、様式第６号事業中止（廃止）承認申請書を知事に提出しなければならない。  

 

 （財産の管理）  

第８条  補助対象者は、補助対象自動車を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和 40年大蔵省令第 15号。以下「省令」という。）に定める耐用年数（以下「法定耐用

年数」という。）の期間、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の

交付の目的に従ってその適正な運用を図らなければならない。  

２  補助対象者は、天災地変その他補助対象者の責に帰することのできない理由により、

補助対象自動車が毀損され、又は滅失したときは、様式第７号補助対象自動車毀損、

滅失届によりその旨を知事に届け出なければならない。  

 

 （財産処分の制限期間）  

第９条  規則第 24条の規定により処分の制限を受ける財産は、補助事業により取得した

ＥＶ又はＰＨＶとする。  

２  同条ただし書きに規定する知事が定める期間は、法定耐用年数の期間とする。  

３  補助対象者は、前項で規定する期間内において、補助対象自動車を処分しようとす

るときは、あらかじめ様式第８号財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受

けなければならない。  

４  知事は、前項の承認をしたときは、補助対象者宛て通知するものとし、当該処分に

より収入があった場合等必要と認める場合には、期限を定めて補助金の全部又は一部



を県に納付させることがある。  

５  補助対象者は、前項の規定による知事の請求があったときは、知事が定める期日（以

下「納付期限」という。）までに、交付を受けた補助金の全部又は一部を県に納付し

なければならない。  

６  前項の規定により県が補助金の返納を求めるときには、ＥＶ又はＰＨＶの残存簿価

相当額は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）別表

第十に基づく定率法で算出する。  

 

（交付決定の取り消し）  

第 10条  知事は、交付対象者が次のいずれかに該当したと認められるときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

 （１）  偽りその他の不正の手段により、又はこの要領の規定に反して補助金の交付  

    の決定を受けたとき  

 （２）  補助金の交付の決定の内容、これに付した条件、この要領若しくは法令に違  

    反し、又はこれらに基づく知事の請求に応じなかったとき  

 

 （補助金の返還）  

第 11条  知事は、前条の規定による取り消しをしたときは、補助対象者に通知するもの

とし、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。  

２  補助対象者は、前項の規定による処分に関し、知事の命令があったときは、知事の

定める期日（以下「返還期限」という。）までに、交付を受けた補助金の全部又は一

部を返還しなければならない。  

３  補助対象者は、前条の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、

その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額に

つき年 10.95パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。  

 

 （延滞金）  

第 12条  補助対象者は、第９条第５項の規定により、補助金の全部又は一部の納付を命

ぜられ、これを納付期限までに納付しなかった場合であって、知事の請求があったと

きは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95パ

ーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。  

２  補助対象者は、第 11条第２項の規定により、補助金の全部又は一部の納付を命ぜら

れ、これを返還期限までに納付しなかった場合であって、知事の請求があったときは、

返還期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した

場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年 10.95パーセン

トの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。  

  

 （証拠書類の保存）  

第 13条  規則第 23条に定める帳簿及び証拠書類は、当該補助事業完了の日の属する会計

年度の翌年度から５年間保存しなければならない。  

 

 （ 暴 力 団 の 排 除 ）  

第 1 4条  栃木県暴力団排除条例（平成 22年栃木県条例第 30号）第６条の規定に基づき、

次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。  

 （１）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団  

 （２）  法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）  

 （３）  法人にあっては、役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの  

２  知事は、必要に応じ補助金交付を受けた者が、第１項各号のいずれかに該当すると



きは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

３  前項の規定による処分に関しては、第 10条から第 12条の規定を準用する。  

 

 

   附  則  

 １  この要領は、令和６（ 2024）年４月１日から施行する。  

 ２  この要領は、令和９（ 2027）年３月 31日限り、その効力を失う。  

 

附  則  

 １  この要領は、令和７（ 2025）年４月１日から施行する。  

 

  



別 表 第 １  添 付 書 類 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

 

番 号  

 

 

必 要 書 類  

申 請 者  

法 人  個 人  

１  誓 約 書  ○  ○  

２  

導 入 車 両 に 係 る 発 注 又 は 契 約 し た 日 の わ か る 請 求 書 又

は 契 約 書 （ 写 し ）  

※ リ ー ス 契 約 等 の 場 合 は 、 リ ー ス 契 約 書 （ 写 し ）  

※ 割 賦 販 売 の 場 合 、申 請 者 が 契 約 者 と な っ て い る ロ ー ン

契 約 書 も 併 せ て 必 要  

※ 車 両 登 録 番 号 及 び 車 台 番 号 の 記 載 が 必 要 。 リ ー ス 契 約

等 を 除 き 、 車 両 導 入 価 格 の 記 載 も 必 要  

○  ○  

３  

導 入 車 両 の 代 金 の 支 払 い に 係 る 領 収 書 （ 写 し ）  

※ 販 売 会 社 等 の 印 が あ る も の に 限 る 。  

※ リ ー ス 契 約 等 の 場 合 は 借 受 証 （ 写 し ）  

○  ○  

４  
導 入 車 両 の 自 動 車 検 査 証 （ 写 し ）  

※ 電 子 車 検 証 の 場 合 は 、 自 動 車 検 査 証 記 録 事 項 （ 写 し ）  
○  ○  

５  
登 記 事 項 証 明 書 （ 現 在 事 項 全 部 証 明 書 又 は 履 歴 事 項 全 部

証 明 書 ）  
○   

６  

中 小 企 業 で あ る こ と が 確 認 で き る 書 類  

（ 労 働 保 険 概 算・確 定 保 険 料 申 告 書 、賃 金 台 帳 等 の 写 し ） 

※ ５ で 確 認 で き る 場 合 は 省 略 可  

○   

７  
青 色 申 告 者 で あ る こ と を 証 明 す る 書 類 （ 写 し ） 直 近 １ か

年 分  
 ○  

８  

納 税 証 明 書 （ 栃 木 県 税 に 滞 納 が な い こ と の 証 明 書 ）  - - 

 県 税 事 務 所 で 発 行 さ れ る も の  ○  ○  

市 町 役 所 で 発 行 さ れ る も の （ 個 人 県 民 税 の み で 可 ）   ○  

９  給 電 機 能 を 有 す る こ と が 確 認 で き る 書 類 （ カ タ ロ グ 等 ）  ○  ○  

10  
栃 木 県 災 害 時 協 力 車 登 録 証 （ 写 し ） 又 は 栃 木 県 災 害 時 協

力 車 登 録 制 度 登 録 申 込 書 の 写 し  
○  ○  

11  そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 書 類  - - 

 


